
2026年９⽉30⽇

財 政 総 論

資料１



１．経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

２．令和９年度予算編成に向けて
（１）財政運営⽬標
（２）⾦利と財政
（３）予算編成改⾰
（４）飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊
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○ これまでの建議でも述べられているとおり、我が国の経済社会は構造的な転換が進⾏し、物価・賃⾦・⾦利が変動する経済・⾦
融環境に本格的に移⾏している。

○ この動きは⼀過性のものではなく、⼈⼝構造や国際秩序の変容、グローバルな経済・⾦融環境の変化を背景とした構造的・継
続的なものと捉えるべきであり、新たなステージに適応した財政運営が必要である。

経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

【先進国における供給制約型経済への移⾏】◆ 令和７年５⽉27⽇ 財政制度等審議会 建議（激動の世界を⾒据えた
あるべき財政運営）（抜粋）

世界は激動の時代を迎えた。（中略）淵源は、資本主義社会が広がる中での
分配機能低下に伴う所得格差・分断、それによる社会の不安定化であるが、それら
は先進各国で観察されており、今後も続いていく構造的な変化として捉える必要が
あるのではないか。
（略）

我が国経済は、昨年に引き続き⾼⽔準の賃上げに向けた動きが⾒られるとともに、
GDP ギャップが改善するなど、新たなステージへ移⾏しつつある。この移⾏を確実な
ものとするためには、引き続き⽣産性の向上等を通じた成⻑と分配の好循環を実現
し、物価上昇を上回る持続的な賃上げが実現・定着させることが鍵であり、それが現
下の経済運営の基本である。

◆ 令和８年６⽉26⽇ 財政制度等審議会 建議（⼈⼝減少と不確実性の
時代における国⼒の強化と財政運営）（抜粋）

我が国経済は、⻑期にわたり続いたデフレから脱し、需要不⾜の状態から構造的
な転換が進⾏している。（中略）。こうした動きは、我が国経済が、需給が引き締
まる中で供給⾯の制約に直⾯する段階に移⾏しつつあることを⽰唆している。
（略）
過去、当審議会で将来のリスクとして指摘してきた物価や⾦利の上昇などが現実

のものとして顕在化してきており、今後の物価・経済の動向にはより⼀層注視していく
必要がある。

ヒト
⽣産年齢⼈⼝の減少や
⾼齢化の進展

モノ
地政学リスクの⾼まり等
によるエネルギー・資源の
供給不安定化、サプライ
チェーンの分断

カネ
官⺠双⽅による世界的
な資⾦需要の⾼まり
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○ コロナ禍以降、経済の回復が継続し、名⽬ＧＤＰは⼤きく上昇。2026年度に700兆円に迫る⾒通し。実質ＧＤＰについても、
相対的に緩やかな勢いであるものの、堅調に推移。

○ 本年２⽉末に中東情勢が緊迫化し原油価格の上昇等が⾒られたものの、⾜下も緩やかな回復が継続。

ＧＤＰの推移

名⽬ＧＤＰと実質ＧＤＰの推移

（出所）内閣府「国⺠経済計算」「景気基準⽇付」
（注）シャドーは景気後退期。内閣府「景気基準⽇付」に基づき、景気の⼭を含む四半期から⾕を含む四半期までを表⽰。

（兆円） （兆円）

（年）
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○ 2021年以降のエネルギー価格上昇を起点に、消費者物価上昇率は２％を上回る⽔準で推移。⾜下は電気・ガス料⾦⽀援
などの政策効果もあり２％を下回っている。

物価の動向

政策要因による押下げが⼀部寄与

（％） 消費者物価上昇率の要因分解（前年同⽉⽐）

（出所）総務省「消費者物価指数」、各国統計
（注）右図は各国の消費者物価指数（総合）の前年同⽉⽐。ドイツ、イタリア、フランスはHICP、その他の国はCPI。

（％） 消費者物価上昇率の国際⽐較

物価

１.９％
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○ 輸⼊物価については、中東情勢の影響を受けた原油等の価格⾼騰やグローバルなAI関連需要の増加に伴う半導体価格の上
昇、為替要因を受け、⾜下で⼤きく上昇。これを受け、企業物価も前年同⽉⽐で７％台半ばまで上昇。

○ 企業の価格転嫁姿勢も積極化。賃上げに伴う⼈件費の増がサービス価格の上昇に繋がる動きも続いており、物価上昇が定着し
つつある。

物価の先⾏き

輸⼊物価上昇率の要因分解（前年同⽉⽐）（％）

（出所）⽇本銀⾏「企業物価指数」、中⼩企業庁「価格交渉促進⽉間（2026年３⽉）フォローアップ調査結果」

国内企業物価指数の推移

中⼩企業の価格転嫁率の推移

（2020年＝100）

（％）

※価格転嫁率は、「実際のコスト上昇分のうち、
価格転嫁が実現した割合」の回答の平均値。
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ＧＤＰギャップ

（出所）内閣府「ＧＤＰギャップ」（2026年９⽉14⽇）、⽇本銀⾏「需給ギャップ」（2026年７⽉３⽇）

ＧＤＰギャップの推移 プラス圏
⽇本銀⾏︓需給ギャップ
（2026年７⽉３⽇）

内閣府︓ＧＤＰギャップ
（2026年９⽉14⽇）

物価

（％）

○ 需給ギャップは⾜下でプラスとなっている。（⽇銀の推計では、2026年１-３⽉期で＋0.53％（2022年１-３⽉期以降、17四
半期連続プラス）、内閣府の推計では、2026年４-６⽉期で＋0.7％（2024年10-12⽉期以降、７四半期連続プラス）。）

○ こうした需給⾯の動きからも、物価上昇が定着する新たなステージへの移⾏が進んでいることが⽰唆される。
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○ ⾜下の就業者数は増加傾向となっており、有効求⼈倍率は⾼位、失業率は低⽔準で推移している。労働需給はタイト化
しており、企業の⼈⼿不⾜感は強い状態が続いている。

労働需給の状況

有効求⼈倍率と完全失業率

（出所）総務省「労働⼒調査」、厚⽣労働省「⼀般職業紹介状況」
（注）2011年の労働⼒調査は、東⽇本⼤震災の影響による被災３県の補完推計値を含む。

完全失業率
（右軸）

就業者数の推移

（年）

労働・雇⽤

有効求⼈倍率
（左軸）

（倍） （％）

（年）
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7,509
（2020年）

5,540
（2050年）

12,808
(2008年)

⽣産年齢⼈⼝のピーク
8,726

（1995年）

○ 近年、⽣産年齢⼈⼝が減少する⼀⽅、⼥性や⾼齢者の労働参加拡⼤により、労働⼒⼈⼝は下⽀えされてきた。他⽅、追加
的な労働参加への余地が縮⼩する中、労働⼒⼈⼝の更なる増加を⾒込むことは難しくなってきている。

労働⼒⼈⼝の現状と⾒通し

年齢階層別⼈⼝の推移

（出所）総務省「国勢調査」、「⼈⼝推計」、「労働⼒調査」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（社⼈研）「⽇本の将来推計⼈⼝（令和５年
４⽉）出⽣中位・死亡中位推計」（各年10⽉１⽇現在⼈⼝）、労働政策研究・研修機構（JILPT）「2023年度版 労働⼒需給の推計」

（注1）左図の2025年以降は、社⼈研推計値。2025年の推計値は1億2,326万⼈であるが、2025年国勢調査（⼈⼝速報集計）では1億
2,305万⼈。

（注2）右下図は、2025年までは実績。2026年以降について、 JILPTの労働⼒需給の推計における成⻑率ベースライン・労働参加漸進シナリオを
ベースに、⼈⼝は2025年の実績値を起点に推計上の変化率を適⽤して算出。⼈⼝要因は、労働⼒率を２時点の平均値で⼀定と仮定し、⼈
⼝の変化による労働⼒⼈⼝の増減を推計したもの。労働⼒率要因は、⼈⼝を２時点の平均値で⼀定と仮定し、労働⼒率の変化による労働⼒
⼈⼝の増減を推計したもの。なお、労働⼒率は、2025年の実績値と推計値の乖離がその後も維持されると仮定して算出している。

年齢・性別︓
要因︓

■15歳〜64歳男性、■15歳〜64歳⼥性、■65歳以上
⼈⼝要因、 労働⼒率要因

労働⼒⼈⼝の変化の要因分解
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○ 賃⾦については、タイトな労働需給を反映し、春季労使交渉で３年連続５％程度、ベースアップ分で３％を上回るなど、
⾜下で賃上げの動きが進展。⾜下の実質賃⾦上昇率（７⽉+2.1%）はＧ７の中で最も⾼い⽔準。

○ 他⽅、これまで我が国の実質賃⾦は横ばいで推移してきたため、実質賃⾦の⽔準では他の主要先進国と⽐較してもまだ低い。
労働⽣産性が他の主要先進国と⽐較しても遜⾊ない伸びとなっていることも踏まえ、実質賃⾦を引き続き伸ばしていくことが重要。

賃⾦
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実質賃⾦の推移（％）

（％）

（出所）連合「春季⽣活闘争 回答集計結果」、厚⽣労働省「毎⽉勤労統計」、各国統計、 OECD Data Explorer
（注1）春闘集計結果の推移については、ベア分が明確に分かる組合についてのみ集計。G7の実質賃⾦上昇率については、各国統計により、⽇本の実質賃⾦は消費者物価（2020年基準）（総合）で実質化し、フランスの値は四半期値

を⽤いている。なお、⽶国の2025年10⽉値は政府閉鎖の影響で⽋損しているため線形補完している。また、左下図の実質賃⾦は、消費者物価指数（2020年基準）を⽤いて実質化したもの。
（注2）右図の労働⽣産性は、労働時間あたりの付加価値として算出。労働⽣産性、実質賃⾦、ともに、1991年の値を100とした⽐。

賃⾦
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個⼈消費
○ 個⼈消費については、⾜下で実質賃⾦が上昇するとともに、株価上昇等に伴い財産所得も増加傾向にあるなど所得環境が改

善する中で、徐々に持ち直し、概ねコロナ前の⽔準を回復。

（2019年平均=100）
実質個⼈消費の推移 家計の純財産所得（利⼦・配当収⼊等）と株価の推移

（兆円） （円）

（出所）内閣府「国⺠経済計算」、「家計可処分所得・家計貯蓄率四半期別速報」、Bloomberg
（注）⽇経平均株価は⽇次終値の四半期平均。ただし2026年第３四半期は７〜８⽉の平均。
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（出所）財務省「法⼈企業統計」、⽇本銀⾏「短観」（2026年６⽉調査）
（注）左図は、全産業（⾦融業保険業を除く）。なお、四半期の数値は季節調整済系列の年率換算値。

企業収益（経常利益）
（兆円）

（年度）

○ 企業収益は過去最⾼を更新。AI・半導体需要や円安を背景に情報通信機械や⾃動⾞産業が⼤幅に増益。
○ 企業の景況感も良好。

（「良い」ー「悪い」、％ポイント）

企業の業況判断DI（⽇銀短観）

150.9 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

2025 2026

2Ｑ26年1Ｑ

+24.6+14.6全体
+57.0+42.9製造業
+171.2+174.7情報通信機械
+50.6+18.8輸送⽤機械
+9.8+1.4⾮製造業

＜前年同期⽐、％＞

企業収益等

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅰ

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

全産業 製造業 ⾮製造業



12

-2

-1

0

1

2

3

4

5

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

全要素⽣産性
資本投⼊量
就業者数
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⺠間設備投資

⺠間設備投資

（出所）内閣府「潜在成⻑率」、「国⺠経済計算」、⽇本銀⾏「短観」（2026年６⽉調査）
（注１）左図は、 1994年１-３⽉期までは2015年基準、1994年４-６⽉期からは2020年基準による。
（注２）右上図は、1994年度以降は2020年基準。1993年度以前は、2015年基準簡易遡及系列。
（注３）右下の表は、⽇銀短観の「設備投資計画等」よりソフトウェア・研究開発を含む設備投資額（除く⼟地投資額）。

○ 我が国の潜在成⻑率に着⽬すると、1980年代に４％を上回っていた⽔準から近年は１％を下回る⽔準へと低下。
○ このうち、資本⾯に⽬を向けると、バブル崩壊後の調整やリスク回避的⾏動等により、資本投⼊量は急激に落ち込み、その後も

伸び悩んできた。潜在成⻑率引上げのため、国内投資を着実に拡⼤していく⽅針であり、⾜下で⺠間設備投資は拡⼤傾向に
ある。

（兆円）

（年度）

企業収益等

2026年度
（６⽉調査時点・計画）

2025年度
（実績）

+8.8+8.5全産業
全規模
合計 +7.2+7.9製造業

+10.5+9.1⾮製造業

⺠間設備投資額の⾒通し（⽇銀短観）
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国債⾦利

○ 主要先進国の国債⾦利は上昇しており、⽇本の⻑期⾦利についても３％に到達。
○ 各国の中央銀⾏は物価が上昇する中で、政策⾦利の累次の引上げ等の対応を講じてきた。⽇本においても、2024年３⽉以降、

今⽉（2026年９⽉）までに６回の利上げを実施している。

（%）

（出所）Bloomberg
（注1）主要国の⻑期⾦利の直近は、９⽉28⽇。
（注2）表⽰している⽇本以外の各国中央銀⾏の政策⾦利は次のとおり。

欧州中央銀⾏（ECB）は預⾦ファシリティ⾦利（実線）及び主要リファイナンスオペ⾦利（破線）。従来、リファイナンスオペ⾦利を主たる政策⾦利としていたが、2024年９⽉より運⽤枠組みが変更され、現在ECBは預⾦ファシリティ
⾦利を通じて⾦融政策スタンスを実現している。
イングランド銀⾏（BOE）はバンク・レート。
連邦準備制度理事会（FRB）はフェデラル・ファンド・レート（誘導⽬標は2008年12⽉以降レンジ化しており、グラフは中央値にて表⽰。なお、レンジ幅は0.25％）。

（注3）⽇本銀⾏(BOJ)は、⾦融市場調節の対象を、2001年３⽉19⽇〜2006年３⽉９⽇の間は⽇銀当座預⾦残⾼、 2006年３⽉10⽇〜2013年４⽉３⽇の間は無担保コールレート(O/N)、
2013年４⽉４⽇〜2016年９⽉20⽇の間はマネタリーベース、2016年９⽉21⽇〜2024年３⽉19⽇は⻑短⾦利（短期⾦利は⽇銀当座預⾦の⼀部に適⽤する⾦利）、
2024年３⽉21⽇以降は無担保コールレート(O/N)としている。

各国の政策⾦利の推移主要先進国の10年国債⾦利の推移
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各種の市場⾦利
○ 各種の市場⾦利（預⾦⾦利、住宅ローン⾦利、銀⾏貸出⾦利、社債⾦利等）も上昇。
○ 家計については、全体としてみると、預⾦が住宅ローン等の規模を上回っており⾦利⽔準の差を勘案しても⾦利上昇の恩恵を享

受しやすい。ただし、家計のバランスシートは世代間による違いを含め個々に異なることに留意が必要。
○ 企業については、資⾦調達コスト（有利⼦負債に対する利払費の⽐率）は上昇しているが、依然として収益率（総資本営業利

益率︓「営業利益」／「総資本」）を⼤きく下回っている。

⾦利

預⾦⾦利（%） 新規貸出⾦利等（%）
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家計のバランスシート（兆円） 企業の資⾦調達コストと収益率（%）

（出所）⽇本銀⾏「預⾦種類別店頭表⽰⾦利の平均年利率等」、「定期預⾦の預⼊期間別平均⾦利」、「資⾦循環統計」、⽉例経済報告・⽇本銀⾏資料（2026年８⽉）、財務省「法⼈企業統計」、各社開⽰資料
（注1）左上図の預⾦⾦利は、後⽅６か⽉移動平均。中上図の住宅ローン⾦利は、⼀部⼤⼿⾏の平均（⾦利優遇勘案後）による。
（注2) 右上図のＣＰの2009/９⽉以前はａ-１格以上、それ以降はａ-１格。社債は、国内公募社債（除く銀⾏・証券会社等）の発⾏利回りの単純平均。銀⾏貸出⾦利は、新規約定平均⾦利の後⽅６か⽉移動平均。
（注3) 右下図は、法⼈企業統計における全産業（除く⾦融業・保険業）。資⾦調達コストは、借⼊⾦や社債等の有利⼦負債に対する⽀払利息等の⽐率（借⼊⾦利⼦率）。いずれも、４四半期後⽅移動平均。
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為替・経常収⽀
○ ドル／円レートについては、近年、円安⽅向の動きがみられる。
○ 経常収⽀については全体で⿊字を継続しているが、貿易収⽀は⾚字基調であり、サービス収⽀ではデジタル分野等の⾚字が拡

⼤していること、⿊字を⽀えている第⼀次所得収⽀の多くが国内に還流されず海外に再投資されていること等に留意が必要。
○ また、交易条件の悪化は所得の海外流出に繋がるものであり、注意が必要。

対⽶ドル為替レートの推移

(年度)

（兆円）（円/ドル）

（年）

経常収⽀の推移 交易条件の国際⽐較

（出所）⽇本銀⾏「外国為替市況」、「企業物価指数」、財務省「国際収⽀統計」、各国統計
（注1）直接投資収益（再投資収益以外）等には、直接投資収益と証券投資収益以外の第⼀次所得を含む。
（注2）右図の交易条件は、中国についてはドルベース、それ以外の国については⾃国・地域通貨ベース。

（2025年平均＝100）
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１．経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

２．令和９年度予算編成に向けて
（１）財政運営⽬標
（２）⾦利と財政
（３）予算編成改⾰
（４）飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊
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財政運営⽬標（⾻太⽅針2026（抜粋））

本計画における財政運営の⽬標については、「責任ある積極財政」の考え⽅に⽴脚したものと
し、「強い経済」の実現と「財政の持続可能性」を両⽴する観点から、国・地⽅の総債務残
⾼対ＧＤＰ⽐の安定的低下を中核に位置付ける。これは、政府が負う債務と、その返済の
原資となる税収を⽣み出す元となる国の経済規模との関係を⽰す指標であり、ＰＢに純利払
い費を加味した財政収⽀を踏まえて、財政運営を評価するものである。

ＰＢについては、債務残⾼対ＧＤＰ⽐の低下に向けて確認する指標とし、その安定的低
下と整合するよう複数年で管理する。単年度の⿊字化時期を機械的に追うのではなく、経
済・⾦利環境、歳⼊歳出の動向を踏まえ、景気変動や危機管理投資・成⻑投資の必要性に
応じて⼀時的な悪化も許容し得るものとしつつ、債務残⾼対ＧＤＰ⽐の安定的な低下に向
けて、改善・管理していく。
また、ＰＢ、ＧＤＰ、純利払い費、財政収⽀等が債務残⾼対ＧＤＰ⽐に与える寄与を分

析し、財政の持続可能性の確保に取り組む。
その上で、今後の予算編成に当たっては、税収動向等を⾒極めつつ、歳出・歳⼊両⾯の⾒

直しを進めることと併せて、債務残⾼対ＧＤＰ⽐を安定的に引き下げていく中でも可能となる
財政規模を精査し、市場の信認確保に配意しつつ、通年の国債発⾏額などを具体化する。

財政運営⽬標
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債務残⾼対ＧＤＰ⽐の推移と⾒通し（内閣府・中⻑期試算（2026年７⽉））
○ 債務残⾼対ＧＤＰ⽐については、低⾦利時代に発⾏した国債が残存し、名⽬実効⾦利を名⽬成⻑率が上回る状況にあること

も背景に、2023・2024年度は低下。この効果により、内閣府の中⻑期試算では、３つのシナリオのいずれでも今後数年間は
債務残⾼対ＧＤＰ⽐が低下する⾒通しとなっている。

○ 他⽅、その後のパスは⼤きく異なっており、「成⻑戦略実現ケース②」や「現状投影ケース」では試算期間中に上昇に転じる姿と
なっている⼀⽅、「成⻑戦略実現ケース①」では概ね安定的に低下する⾒通しとなっている。

○ 「債務残⾼対ＧＤＰ⽐の安定的な引き下げ」に向けては、⼀時的な低下にとどまらず、中⻑期にわたって安定的に引き下げられ
ていく⾒通しであることが重要。

（年度）

成⻑戦略実現ケース①

成⻑戦略実現ケース②

現状投影ケース

国・地⽅の公債等残⾼対ＧＤＰ⽐（%）

⾒通し

（出所）内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（2026年７⽉30⽇）
（注）通常の歳出に加え、2027年度以降、国が実質ベースで10兆円の追加財政⽀出を毎年度⾏った場合の姿を試算している。追加財政⽀出については、①危機管理投資・成⻑投資のための『「強く豊かな

⽇本」投資枠』のうち複数年度で財源を確保した別枠管理分以外、②補正予算の恒常的施策の当初予算措置分（当初予算化分）等を想定している。

成⻑戦略実現ケース①
ＴＦＰ上昇率は、５年程度で1.1％まで上昇、
その後更に５年程度で1.4％に到達

成⻑戦略実現ケース②
ＴＦＰ上昇率は、５年程度で1.1％まで上昇し、
その後⼀定

現状投影ケース
ＴＦＰ上昇率は、0.6％程度（直近の景気循環
以降、⾜下までの平均）で推移

中⻑期試算
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債務残⾼対ＧＤＰ⽐の変化要因

• 債務残高対ＧＤＰ比は、実質成長率、物価、金利、ＰＢ等によって変化。
• 「成長戦略実現ケース①」では、金利要因による押上げ寄与が徐々に拡大する一方、 高い実質成長率、安定

的な物価上昇、ＰＢ黒字による押下げ寄与がこれを上回ることにより、試算期間を通じて概ね安定的に低下し
ていく姿となる。ただし、金利要因が拡大していくことから、その低下幅は徐々に縮小していく姿となってい
る。「成長戦略実現ケース②」においても同様の姿となるが、2030年代後半から上昇に転じる。

• 「現状投影ケース」では、実質成長率要因、物価要因が押下げに寄与するものの、その寄与は他の２ケースに
比べて小さなものにとどまる。一方で、他のケースと同様に金利要因は徐々に押上げ寄与を拡大していくこと
に加え、2030年代後半以降はＰＢが赤字に転じることもあいまって、2030年度頃以降、上昇に転じる姿。

成長戦略実現ケース②
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（備考）国・地方の公債等残高対ＧＤＰ比の前年度差を、①当年度の実効金利（既発債を含めて政府が実際に支払う金利）×前年度末の公債等残高対ＧＤＰ比、②当年度の実
質成長率×前年度末の公債等残高対ＧＤＰ比（控除項目）、③当年度のＧＤＰデフレーター上昇率×前年度末の公債等残高対ＧＤＰ比（控除項目）、④当年度の基礎的
財政収支対ＧＤＰ比（控除項目）に分解している（①～④の分母のＧＤＰはいずれも当年度の名目ＧＤＰ）。
「⑤その他要因」は、これらの要因で説明できない要因。具体的には、公債等残高は予算（決算）に基づく国債発行額が当該予算年度に反映される一方、ＰＢは歳出が
予算計上された時点ではなく執行された時点で認識されるものであることから両者の変動の差が表れる。このほか、推計期間において後年度に表れているその他要因は、
主に、推計上、地方のＰＢ黒字が一部は地方債の償還計画に基づいて債務償還費に充てられる一方、残りは将来の歳出のための積立金として支出されると仮定しており、
ＰＢ黒字額がそのまま公債等の償還額に一致するわけではないことから、その差分がその他要因として押上げ寄与として表れているものである。なお、2026年度につい
ては、ＰＢや利払費によらず、翌年度における国債の整理又は償還のために発行される借換債である前倒債の発行上限額を織り込んでいることの影響が考えられる。

現状投影ケース
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⑤その他要因

成長戦略実現ケース①

④ＰＢ要因

②実質成長率要因

①金利要因

公債等残高
対ＧＤＰ比
の前年度差

公
債
等
残
高
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の

上
昇

公
債
等
残
高
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の

低
下

③物価要因

実績

令和８年７⽉30⽇経済財政諮問会議
内閣府提出資料に⼀部追記 中⻑期試算



20

202420232022202120202019

193.4 197.2 202.8 202.7 202.8 186.6 国・地⽅の公債等残⾼対GDP⽐（％）

市場の信認確保と分析・検証の強化
○ 中⻑期試算は、内閣府が⼀定の前提に基づき、 「経済財政モデル」を⽤いて⾏った推計であり、⾦利や成⻑率等の前提の置き⽅

により、債務残⾼対ＧＤＰ⽐の推移は⼤きく変わり得る。実際、過去の試算においては試算と実績との間に乖離が⽣じており、結
果については相当の幅を持って理解する必要。

○ また、経済・物価・⾦利動向等をめぐる不確実性に備え、幅広い可能性を踏まえたリスクシナリオの分析が必要。

将来の経済・財政の姿を推計する
際には、外部有識者の知⾒を活⽤
するとともに、経済・物価・⾦利動向
や政策効果をめぐる不確実性に備
え、幅広い可能性を踏まえた分析
を⾏い、経済財政運営の点検に活
⽤する。

（出所）内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（2026年７⽉、2021年１⽉、2018年１⽉、2015年２⽉、2013年８⽉）、「経済財政の中⻑期試算」（2010年６⽉、2009年６⽉）、「構造改⾰と経済財政の中期
展望 2005年度改訂 参考試算」（2006年１⽉）、内閣府「国⺠経済計算」

（注）対ＧＤＰ⽐を算出するにあたり分⺟となる名⽬ＧＤＰについては、試算の⽐較にあたり、名⽬ＧＤＰの基準改定を踏まえた機械的な調整を実施している 。具体的には2006年、2009年、2010年、2013年、2015年、
2018年、2021年の各試算については、それぞれの公表時点における直近の実績が明らかになっている2004年度、2008年度、2009年度、2012年度、2013年度、2016年度、2019年度の名⽬ＧＤＰを現⾏基準の四半期
別ＧＤＰ速報（2026年１-３⽉期２次速報値）に基づく名⽬ＧＤＰに置き換えた上で、各試算における名⽬ＧＤＰ成⻑率の⾒通しを乗じている。

◆ ⾻太⽅針2026（抜粋）
国・地⽅の公債等残⾼対ＧＤＰ⽐の⾒通しと実績(%)

(年度)
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（⿊字化を達成した場合）

2009年６⽉試算
世界経済順調回復シナリオ

2010年６⽉試算
成⻑戦略シナリオ

2015年２⽉試算
経済再⽣ケース

2018年１⽉試算
成⻑実現ケース

2021年１⽉試算
成⻑実現ケース

2013年８⽉試算
経済再⽣ケース
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財政運営におけるリスクマネジメント

（出所）内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（2026年７⽉、2020年１⽉）、「経済財政の中⻑期試算」（2011年１⽉）、「⽇本経済の進路と戦略 参考試算」（2007年１⽉）、内閣府
「国⺠経済計算」

（注）国・地⽅の公債等残⾼については、2024年度までは実績及び各試算の計数。分⺟となる名⽬GDPについては、試算の⽐較にあたり、名⽬ＧＤＰの基準改定を踏まえた機械的な調整を実施している 。
具体的には2007年、2011年、2020年の各試算については、それぞれの公表時点における直近の実績が明らかになっている2005年度、2009年度、2018年度の名⽬ＧＤＰを現⾏基準の四半期別
ＧＤＰ速報（2026年１-３⽉期２次速報値）に基づく名⽬ＧＤＰに置き換えた上で、各試算における名⽬ＧＤＰ成⻑率の⾒通しを乗じている。

○ 過去においては、リーマンショック、東⽇本⼤震災、新型コロナウイルスといった経済・社会上の有事が⼀定の頻度で発⽣し、その
都度、機動的な財政政策が講じられ、債務残⾼対ＧＤＰ⽐は⾮連続的に増加してきた。

2026年７⽉試算
成⻑戦略実現ケース①

2020年１⽉試算
成⻑実現ケース

2011年１⽉試算
成⻑戦略シナリオ

2007年１⽉試算
移⾏シナリオ

（歳出削減ケースA）

国・地⽅の公債等残⾼対ＧＤＰ⽐の⾒通しと実績
(%)

世界⾦融危機 東⽇本⼤震災 新型コロナウイルス感染症

(年度)

中⻑期試算

⾒通し



１．経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

２．令和９年度予算編成に向けて
（１）財政運営⽬標
（２）⾦利と財政
（３）予算編成改⾰
（４）飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊
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期待短期⾦利 タームプレミアム
名⽬⾦利

（％）

⻑期⾦利上昇の背景

○ 前述のとおり、主要先進国の⻑期⾦利は上昇傾向。
○ ⻑期⾦利上昇の背景には、期待短期⾦利の上昇に加え、タームプレミアムの拡⼤が寄与。タームプレミアムは、様々な要因によっ

て変動するものの、市場では、インフレ⾒通しの不確実性や、地政学リスク、海外⾦利の動向、⽇銀の国債買⼊れ減額の影響、
財政の不確実性等が指摘されている。

主要先進国の⻑期⾦利の推移(%) 本邦⾦利のタームプレミアム

（年）（出所）Bloomberg、中島上智教授ホームページ
（注1）主要国の⻑期⾦利の直近は、９⽉28⽇。
（注2）右図のタームプレミアムと期待短期⾦利の分解は、中島上智・⼀橋⼤教授による以下の⽂献に基づく推計値。直近は６⽉。

⼀上響・上野陽⼀ (2013). 「ゼロ⾦利下におけるタームプレミアムの推計︓⽇⽶英の⻑期⾦利の分析」ワーキングペーパーシリーズ No.13-J-6, ⽇本銀⾏
Nakajima, J. (2025). "Impact of US monetary policy spillovers and yield curve control policy" Discussion Paper Series A.760, Institute of Economic
Research, Hitotsubashi University

名⽬⻑期
⾦利
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マーケットが予想す
る将来の短期⾦利

タームプレミアム

期間に応じて投資家
が求める上乗せ⾦利

⾦利と財政
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資⾦需要
○ 近年、ＡＩ関連投資をはじめグローバルに資⾦需要が⾼まっており、政府による国債発⾏のほか、⺠間企業による社債発⾏も

増加。グローバルに資⾦需要が増加する中では、資⾦の調達コスト（⾦利）の上昇に繋がりやすいと考えられる。
○ ⽇本でも、「⽇本成⻑戦略」に基づく官⺠投資（2040年度までに累計370兆円）や、⽇⽶関税交渉に基づく対⽶投資

（5,500億ドル）などによって官⺠の資⾦需要が⼤きく増加することが⾒込まれている。

（出所）OECD 「Global Debt Report 2026」
（注）新興国は、IMFがEMDEs（Emerging Markets and Developing Economies）に分類する国

（OECD諸国に含まれる国は除く）。

ウォーシュＦＲＢ議⻑の講演（2026年ジャクソンホール会議）

ハイパースケーラー（⼤規模クラウド事業者）
による⼤型社債発⾏

グローバルでの債券発⾏額

（出所）Bloomberg、IMF
（注）Meta、Alphabet、Amazon、Microsoft、Oracleが発⾏した社債について集計。外貨建て債につい

ては、IMFによる当⽉の名⽬為替レートの期中平均でドル換算している。

（出所）FRB
（注）Jackson Hole Economic Policy Symposiumにおける講演（”In Our Time”、 ８⽉28⽇）より抜粋。

（年）
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（1-8⽉分）

• （リーマンショック以降、10年以上にわたり、）⼗分に魅
⼒的な投資機会がないために、余剰な資本が⾮常に⻑
期間、ただ放置されてきたという⾒⽅が（経済学者や政
策当局者の間で）⼀般的だった。あらゆる良い案件は既
に投資されており、成⻑率は低く、緩慢であった。

• 成⻑率が⼤きく押し上げられる可能性が⾼まっている。拡
⼤を続ける巨額の資⾦が、あらゆる種類のＡＩ関連イ
ンフラへと流れ込んでいる。
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利払費の状況
○ 普通国債残⾼は1,000兆円を超えており、⾦利が上昇すれば利払費は⼤幅に増加。
※ ただし、後述のとおり国債の借り換えは順次進む（令和８年度の普通国債（含む借換債）の発⾏予定額は170.8兆円）ため、

実効⾦利（国債残⾼全体に対する加重平均⾦利）の上昇や利払費の増加も段階的に進⾏。
○ 令和９年度概算要求における利払費の要求額は16.6兆円（対前年度当初予算＋3.6兆円。過去最⼤）。

令和８年度国債発⾏予定額（発⾏根拠法別）

令和８年度（補正後）区 分

1,708,055普通国債

67,160建設国債

259,815特例国債

66復興債

10,484GX経済移⾏債

5,072⼦ども特例債

7,872半導体・AI債

1,357,586借換債

130,000財投債

1,838,055国債発⾏総額

（億円）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

昭50 昭55 昭60 平2 平7 平12 平17 平22 平27 令2 令7

（兆円）
（兆円）

8％ 20

6％ 15

4％ 10

2％ 5

0％ 0

利払費（左軸）

実効⾦利（左軸）

普通国債残⾼
（右軸）

利払費と⾦利の推移

利払費（R9概算要求）16.6兆円
（要求⾦利3.8％）

利払費（R8当初）13.0兆円
（積算⾦利3.0％）

（注1）実効⾦利は、普通国債の利率加重平均⾦利の値を使⽤。
（注2）普通国債残⾼は各年度３⽉末現在⾼。ただし、令和８年度は補正後予算に基づく⾒込み。

（1975） （1980） （1985） （1990） （1995） （2000） （2005） （2010） （2015） （2020） （2025）

⾦利と財政

10% 25

（年度）
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１％⾦利上昇による
利払費の上振れ

⾦利上昇による利払費への影響

試算の考え⽅
令和８（2026）年度後年度影響試算［試算－１］を機械的に延伸

【歳入・歳出・国債発行の想定】
〇 2029年度までは、一定の経済前提を仮置き（名目経済成長率３％、消費者物価上昇
率２％）した上で歳出と税収等を試算し、その差額は新規国債発行で賄われると仮定。
2030年度以降は、新規国債発行額は、2029年度と同額と仮定。

〇 年限ごとの国債発行額：令和８（2026）年度国債発行計画に基づき按分。
【金利の想定】
〇 2027年度以降、金利がベースライン対比で＋１％上昇したと仮定。

※1ベースラインの2026～29年度は、予算積算金利に市場における金利上昇の織り込みを加味した金利。

※2 後年度影響試算では、債務償還費も含んだ国債費でストレステストを行っているが、上記の利払費はその内数。

（兆円）

（兆円）

45.2

⾦利と財政

市場⾦利の推移

利払費の推移

X年
度

末

X+
1年

度
末

X+
2年

度
末

X+
3年

度
末

X+
4年

度
末

X+
5年

度
末

X+
6年

度
末

X+
7年

度
末

X+
8年

度
末

X+
9年

度
末

X＋１

X＋５

X＋２

X＋３

X＋４

X＋６
X＋７
X＋８
X＋９

X+10
以降

X＋１
借換分

X＋２

X＋３

X＋６
X＋５

X＋４

X＋７
X＋８

X＋９

（償還年度）

X年度末時点の債務残⾼のうち
⾦利変動により影響を受ける部分

実効⾦利の推移

⾼い⾦利の国債に置き換わ
るまで時間を要すため、実効
⾦利は徐々に上昇。

その結果、平年度化した利
払費よりも低い⽔準で済む
こととなるボーナス部分。

⾦利上昇の影響（イメージ）

2030以降2029202820272026年度

3.6%3.6%3.4%3.2%3.0%ベースライン

4.6%4.6%4.4%4.2%3.0%金利上昇ケース

⾦利が急上昇した場合の利払費（試算）
（2027年度以降、⾦利がベースライン対⽐で+１%上昇した場合）

（年度）

○ ⾦利が上昇した場合、新たに償還期限が到来した低い⾦利の国債から、⾼い⾦利の国債に順次置き換わっていき、実効⾦利
は徐々に上昇。それに伴い、利払費は徐々に増加。この間、当⾯の利払費は平年度化した際の利払費よりも低い⽔準で済むこ
ととなる（いわば「期間のボーナス」）。

ベースラインの
利払費
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⽇本銀⾏

⽣損保等

海外

銀⾏等

公的年⾦
＋年⾦基⾦

家計

量的・質的
⾦融緩和

⾦融政策の枠組みの
⾒直し

⻑短⾦利操作付き
量的・質的⾦融緩和

国債の保有者別割合の推移

＜うち、国庫短期証券＞ ＜うち、国庫短期証券＞

○ 量的・質的⾦融緩和の導⼊以降、国債における⽇本銀⾏の保有割合が⾼まる⼀⽅、銀⾏等の割合は減少。また、海外の保
有割合も緩やかに増加しており、特に国庫短期証券では全体の５割強を占めている。

○ 2024年３⽉の⾦融政策の枠組みの⾒直しや、その後の国債買⼊れの減額を受け、今後、⽇本銀⾏の保有割合の低下が⾒
込まれる。今後とも国債の安定的な消化を図っていくためにも、財政に対する市場の信認を引き続き確保していく必要。

（出所）⽇本銀⾏ 「資⾦循環統計」
（注1）「国債」は「財投債」や「国庫短期証券（T-Bill）」を含む。
（注2）「銀⾏等」には「ゆうちょ銀⾏」、「証券投資信託」及び「証券会社」を含む。
（注3）「⽣損保等」は「かんぽ⽣命」を含む。

⽇本銀⾏
8.8%

銀⾏等
46.3%⽣損保等

18.1%

公的年⾦
＋年⾦基⾦

13.0%

海外
5.6%

家計
4.0%

その他
4.2%2010年3⽉

合計
838兆9,037億円

国内 94.4%
海外 5.6%

⽇本銀⾏
15.3%

銀⾏等
60.0%

⽣損保等
2.6%

公的年⾦
＋年⾦基⾦

0.5%
海外

14.0%

その他
7.6%

合計
149兆6,521億円

国内 86.0%
海外 14.0%

国債の保有者割合（2010年→2026年）

⾦利と財政

（年/⽉）

⽇本銀⾏
41.2%

銀⾏等
17.8%

⽣損保等
13.5%

公的年⾦
＋年⾦基⾦

9.5%

海外
13.1%

家計
1.9%

その他
3.0%2026年6⽉

合計
1,142兆225億円

国内 86.9%
海外 13.1%

⽇本銀⾏
0.0%

銀⾏等
33.5%

⽣損保等
1.3%海外

51.6%

その他
13.5%

合計
135兆4,990億円

国内 48.4%
海外 51.6%



１．経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

２．令和９年度予算編成に向けて
（１）財政運営⽬標
（２）⾦利と財政
（３）予算編成改⾰
（４）飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊
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令和９年度概算要求基準のポイント
○ 危機管理投資・成⻑投資をはじめ、国内投資を通じた潜在成⻑率の引上げにつながる施策を予⾒可能性を持って実施できるよう、

通常歳出とは別に、『「強く豊かな⽇本」投資枠』を創設。真に効果的な施策を重点的に措置。
○ 要求・要望は賃⾦や調達価格の上昇を踏まえて⾏い、予算編成過程において、令和８年度予算から実現した「経済・物価動向

等の的確な反映」を実現。
○ 補正予算依存から脱却し恒常的な施策は当初予算に計上するため、適切に要求・要望。
○ 歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、予算の中⾝を⼤胆に重点化。補助⾦・基⾦の⾃⼰点検結果を要求・要望に

反映し、予算編成過程において精査。
国内投資を通じた潜在成⻑率の引上げに向けて、⽇本成⻑戦略や地域未来戦略などを踏まえた効果の⾼い政策を推進
補正予算依存の財政運営から脱却する⽅針も踏まえ、要求上限を設けず、事項要求も含め、所要額を適切に要求
このうち、経済安全保障上特に重要な分野などについては、複数年度で財源を確保した上で、特別会計において別枠で管理す
ることとし、予算編成過程において検討
＊予見可能性を高め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計画に基づくものを基本とする

＊通常歳出（裁量的経費等）との関係について、予算編成過程において精査

－

「強く豊かな⽇本」投資枠

＊ＧＸ、ＡＩ・半導体： 「ＧＸ2040ビジョン」「Ａ

Ｉ・半導体産業基盤強化フレーム」を踏まえ、特別会

計においても要求。

⾃然増（＋0.39兆円）
＊予算編成過程で、高齢化による増加分に相当する伸びに、経済・物価動向等を踏まえた対応に相当する増加分を加算

37.0
年⾦・医療等
＊こども・子育て： 特別会計への計上分も含め、「こ

ども未来戦略」に基づいて要求。
「防衛⼒整備計画」を踏まえて要求
「三⽂書」の改定に伴う対応について、予算編成過程において検討8.8防衛⼒整備計画対象経費

＋20％要望可
＊このほか、『「強く豊かな日本」投資枠』の活用、事項のみの要求も可

14.5裁量的経費

⼈件費は⼈事院勧告を踏まえ予算編成過程で対応
その他、各経費ごとの義務的性格に基づき所要額を要求
特殊要因を加減算（例︓経済構造実態調査）

9.9義務的経費

「⾻太の⽅針」との整合性に留意しつつ要求20.9地⽅交付税交付⾦等
31.3国債費

予算編成過程における検討事項
＊ 補正予算依存の財政運営から脱却するため当初予算での措置を要する恒常的な施策などの重要政策については、『「強く豊かな⽇本」投資枠』を活⽤するほか、
必要に応じて、事項のみの要求も含め、適切に要求・要望を⾏い、予算編成過程において検討。

＊ 真に必要な財政需要に対応するため、制度改⾰により恒久的な歳⼊増を確保する場合、歳出改⾰の取組に当たって、その取扱いについては、予算編成過程にお
いて検討。

概算要求
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令和９年度概算要求額の概要

○ 令和９年度の⼀般会計の概算要求額は合計143.1兆円。
○ 補正予算依存から脱却し、恒常的な施策は当初予算で措置するという予算編成改⾰の⽅針の下要求が⾏われていることを踏

まえ、令和７年度補正及び令和８年度当初予算の合計額140.6兆円と⽐べると、＋2.5兆円となっている。

概算要求

（注）名⽬GDPは内閣府「年央試算」による。
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経済・物価動向等の反映 経済・物価動向等の反映

「責任ある積極財政」の下、デフレ・低
成⻑時代の⼀律抑制型の予算編成から、
物価・賃⾦上昇を的確に反映し、経済の
成⻑⼒強化と名⽬の経済規模の拡⼤に
ふさわしい予算編成へ転換する。このため、
令和８年度当初予算※から実現した経
済・物価動向等の的確な反映を更に進
めるなど、必要な財政需要に確実に対応
する。

その際、官公需における適切な価格転
嫁を徹底するとともに、医療・介護・保育・
福祉等の公定価格について、現場の⼈材
確保、経営の安定、サービスの質の確保に
必要な対応を進める。あわせて、予算・税
制における各種基準額や閾値について、
物価・賃⾦上昇や経済社会の変化を踏
まえ、必要な点検・⾒直しを進める。

※令和８年度地⽅財政計画を含む。

令和８年度予算における経済・物価動向等の反映

 社会保障関係費
⾼齢化による増加分に、令和８年度診療報酬改定における今後の賃上げ、物価対応

分や年⾦スライド分を含む、「経済・物価動向等への的確な対応分」（＋5,200億円程
度）を加算。
 ⾮社会保障関係費
物価上昇と公務員⼈件費の増加（＋5,100億円程度）を反映。

【各府省庁等の契約における適切な価格転嫁の推進に向けた取組について 府省庁等申合せ（令和７年12⽉
16⽇）】
（１）ビルメンテナンス・庁舎清掃・警備契約における総合評価落札⽅式の適⽤拡⼤
（２）低⼊札価格調査基準の⾒直し
（３）期中改定等の徹底
（４）本府省庁等から地⽅⽀分部局等への⽀援等、独⽴⾏政法⼈等への要請等など

○ 令和８年度予算においては、「経済・物価動向等の的確な反映」を実現。
○ 令和９年度予算についても、概算要求基準において要求・要望は賃⾦や調達価格の上昇を踏まえて⾏うこととされており、予算

編成過程において経済・物価動向等を的確に反映できるよう議論。

【官公需における対応】
●官公需の単価・予算について、労務費や資材
価格の上昇等を踏まえ引上げ

●府省庁等申合せに基づき、ビルメンテナンス契
約等の総合評価落札⽅式の適⽤拡⼤等を推
進

・公共⼯事の設計労務単価の引上げ (+4.5%)
・ビルメンテナンス請負事業について、予算額を
Ｒ７当初⽐＋1.5億円（＋12％）増額 など

【公的制度の基準額・閾値の⾒直し】
●安定的・継続的に実施されている予算事業

（基準額・閾値444件）について
省庁横断的な・包括的な点検を実施し、
301件の⾒直し

・認可外保育施設や私学助成幼稚園の利⽤者
負担軽減について、給付上限額の引上げ

・緊急消防援助隊設備整備費補助⾦について、
⾃治体に対する補助⾦の基準額を引上げ など

⾻太⽅針2026（抜粋）
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『「強く豊かな⽇本」投資枠』の創設（⾻太⽅針2026（抜粋））

危機管理投資・成⻑投資を始め、国内投資を通じた潜在成⻑率の引上げにつながる施策を、予⾒
可能性を持って実施できるよう、通常歳出とは別に、『「強く豊かな⽇本」投資枠』を創設する。「成⻑戦
略」や「地域未来戦略」などを踏まえ、官⺠投資ロードマップや分野横断的な課題に対応していく取組の
形で⽰されたような、国内⺠間設備投資や潜在成⻑率を⼤きく引き上げる効果の⾼い措置を対象とする。
予⾒可能性を⾼め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計画に基づくものを基本とする。

前年度の予算措置額に関わらず真に効果的な投資⽀援策を取り込めるよう、要求上限（いわゆる
シーリング）を設けず、事項要求も含めて必要な額を適切に要求できるようにし、予算編成過程で実効
的な予算措置につなげる仕組みを整備する。

これにより、官⺠投資ロードマップの着実な実⾏に必要な規模と期間を確保し、⺠間投資を引き出し、
供給⼒と税収基盤の強化につなげる。あわせて、戦略分野全体をポートフォリオとして捉え、状況変化に
応じて効果的に予算を活⽤する。

『「強く豊かな⽇本」投資枠』の規模については、財政の持続可能性を実現しながら必要⼗分な規
模を確保する※１。このうち、経済安全保障上特に重要な分野などについては、複数年度で財源を確保
した上で、償還財源の裏付けのある「つなぎ国債」の発⾏により、特別会計において別枠管理する※２。

※１ 財源は、前述の（財政運営⽬標の設定）における債務残⾼対ＧＤＰ⽐を安定的に引き下げていく中でも可能となる財政規
模の精査に沿って対応。

※２ ＧＸやＡＩ・半導体に続き、複数年度で財源を確保した上で、特別会計において別枠で管理する。追加的な税外収⼊を中⼼
として複数年度の財源を確保した場合には、償還財源の裏付けのある「つなぎ国債」を発⾏可能とすることにより、必要な資⾦を前
倒しで調達可能とする。こうした「つなぎ国債」については債務残⾼対ＧＤＰ⽐やＰＢ等の指標において、経費及び財源の⾦額を
除いて別枠で管理する。

「強く豊かな⽇本」投資枠
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⽇本成⻑戦略（７⽉21⽇閣議決定）の概要

緊縮思考と未来への投資不⾜を断ち切り、供給⼒を強化し、税収が⾃然増に向かう、GDP拡⼤の好循環を実現

17の戦略分野等における国内投資を⽀え、⽇本全国に拡げる
インフラ整備、地域⾦融⼒の強化、⼈材育成など、「地域未来戦略」の推進を後押し

リスクを最⼩化する危機管理投資・先端技術を花開かせる成⻑投資に徹底的にてこ⼊れ

(１) 『「強く豊かな⽇本」投資枠』の創設
(３)  PDCAメカニズムの構築

(４) 戦略的広報の抜本的強化

(１) -② イノベーションを通じた成⻑（成⻑投資）(１) -① ⾃律性・不可⽋性を起点とした成⻑（危機管理投資）

(２) 成⻑の加速装置となるAIトランスフォーメーション(AX)による⾼付加価値化

(３) 持続的な成⻑のための時間軸を意識した複線的投資

１．17の戦略分野を中⼼とした官⺠連携の危機管理投資・成⻑投資の徹底

２．国内投資を全国に拡げていくための８つの分野横断的な課題への対応

３．政府が⼀歩前に出た未来への投資拡⼤の実現

(４) 「地域未来戦略」との連携

世界共通のリスクの解決に資する製品等を国内外に提供 優れた科学技術やイノベーション創出により不可⽋性を確保

強みをいかすフィジカルAIの競争優位の確⽴を軸に、全産業の⾼度化を進め、⼈⼝減少下でも⾼付加価値を創出

戦略分野全体をポートフォリオとして捉え、⾜下の収益源、次の稼ぎ頭、将来の成⻑の芽など時間軸の違いを意識して⽀援

17の戦略分野に関連する産業クラスター形成を始め、地域における⼤胆な投資が更なる投資を呼ぶ環境を整備

①いわゆる「シーリング」を設けず、必要額を適切に要求できる仕組み
②国内⺠間設備投資や潜在成⻑率を⼤きく引き上げる効果の⾼い措置が対象
③複数年度の計画に基づく予算措置を基本とし、投資効果の薄いものは柔軟に⾒直し

⽇本成⻑戦略等による経済効果︓2040年度には、国内⺠間設備投資額230兆円、名⽬GDPは1,100兆円に迫る

17の戦略分野における62の「主要な製品・技術等」で想定される官⺠の国内投資は、2040年度までに総額370兆円超

(２) 官⺠連携の徹底的な強化（「投資牽引型経済」へのマインドセット転換）

「強く豊かな⽇本」投資枠
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『「強く豊かな⽇本」投資枠』の予算編成についての考え⽅（令和８年９⽉４⽇財務省）

○ 『「強く豊かな⽇本」投資枠』は、国内投資を通じた潜在成⻑率の引上げにつながる施策を予⾒可能性を持って
実施できるよう、通常歳出と別に、新たに創設するもの。この趣旨を⼗分に踏まえ、成⻑への寄与、⺠間投資の誘
発効果等を精査し、予算編成過程を通じ、真に効果的な施策を作り上げるよう努める。

○ 『「強く豊かな⽇本」投資枠』について重要なことは、財政⽀出の額ではなく、その経済成⻑に与える効果である。
これまでにない⼤胆かつ柔軟な発想で、思い切った政策を打ち出していくことにより、⾜元の経済状況に的確に対応
しつつ、⺠間投資を引き出し、供給⼒と稼ぐ⼒を⾼め、経済成⻑を実現していくことを⽬指す。

○ 『「強く豊かな⽇本」投資枠』については、補正予算依存の財政運営から脱却する⽅針も踏まえ、要求上限を設
けず、事項要求を含めた要求を認めている。予算編成プロセスを通じた、それぞれの施策の費⽤対効果を重視した
建設的な議論により、効果的な予算としていく。

○ 『「強く豊かな⽇本」投資枠』については、予⾒可能性を⾼め、継続的な取組を後押しするため、複数年度の計
画に基づくものを基本とするものであり、その計画については、「誰が、いつまでに、なにを、どのように⾏うのか」と
いった「５Ｗ１Ｈ」の明確化が求められている。

⽀援対象の技術・分野等が収益化や⾃律性・不可⽋性の確保につながるという根拠（勝ち筋）が検証可能な
形で明確化されているか、事業の進捗・成果をモニタリングし、必要に応じて⾒直しを求める枠組みが的確に整備
されているか、といった着眼点に沿って計画を精査し、投資の成否の⾒極めと成⻑への寄与を確実なものとする。

○ 『「強く豊かな⽇本」投資枠』の各年度の予算措置については、複数年度の計画等による予⾒可能性の確保を
前提としつつ、各年度の執⾏可能性を精査して効率的な資⾦活⽤とする観点や、事業の進捗や政策効果の発
現状況を確認しながら資⾦需要に弾⼒的に対応していく観点から、必要⼗分な規模となるようにする。

○ 「強く豊かな⽇本」投資枠』のうち経済安全保障上重要な投資については、特別会計で別枠で管理することとな
るが、⼀般会計計上分と同様に、的確に精査する。

「強く豊かな⽇本」投資枠
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「強く豊かな⽇本」投資枠諸外国の産業政策の⼯夫
○ 諸外国の中⻑期的な産業政策においては、実効性を確保するための⼯夫として、マイルストーンの設定、達成度に応じた段階的な

補助⾦交付、明確な撤退基準の設定・打切り、他プロジェクトへの予算再配分等のポートフォリオ的運⽤が⾏われている。
○ また、こうした⼯夫を⽀えるため、第三者機関によるモニタリング、各事業の進捗状況の定期的公表が⾏われている。

第三者機関によるモニタリング、
進捗状況の公表等

⽀援の実効性を確保するための⼯夫
（段階的な補助⾦交付、ポートフォリオ的運⽤等）概要

・CHIPS・科学法の規定により、GAO（アメリ
カ会計検査院）が独⽴した⽴場から制度運
営及び執⾏を継続的に監査。

・施設建設、⽣産量、雇⽤数等のマイルストーン及び達成度に応
じた⽀援予定を設定。

・商務省傘下の研究所がマイルストーンの達成状況を確認。各マ
イルストーンの達成確認後、段階的に⽀援。

・⽬標の⼤幅未達や安全保障上の懸念が⽣じた場合には、補助
⾦を回収するクローバック（返還条項）等を措置。

・2022年８⽉に成⽴した連邦法。
・⽶国内における半導体の研究・製
造を促進。

・527億ドルの補助⾦・融資及び
約240億ドルの税額控除等。

CHIPS・
科学法
（⽶国）

・各プログラムは、任期制のディレクター（各分
野の専⾨家等）が打ち切り可否を含めて全体
を統括。

・終了済プログラムも含め、各プロジェクトの投資
規模及び実施状況を公開。

・技術的成果や市場化可能性に関するマイルストーンを設定、四
半期単位で進捗報告を義務づけ。

・プログラムごとに予算枠を設定、⼀つのプログラムにつき複数のプロ
ジェクトを採択。複数のプロジェクトに投資し、成果を踏まえて配
分を⾒直し。研究開発費は段階的に交付。

・マイルストーンの達成状況等を踏まえて、技術⽬標の達成⾒込み
が乏しいプロジェクトは研究途中でも打切り。その際、予算は他
プロジェクト等に再配分するポートフォリオ的運⽤を実施。

・2007年８⽉に成⽴した連邦法。
・同法によりエネルギー省傘下に
ARPA-E（先端エネルギー技術
研究計画局）が設置され、⺠間
の投資が届きにくい初期段階のエ
ネルギー技術開発を⽀援。2025
年度予算額は4.6億ドル。

アメリカ
COMPETES法

（⽶国）

・独⽴した有識者委員会（ISAC）が計画の
進捗状況をモニタリングし、戦略分野の投資
額や雇⽤創出への寄与等の執⾏状況・成果
を四半期毎に公表。

・政府が推進する⼤規模なプロジェクトについては、NISTA（国家
インフラ・サービス変⾰局）が各プロジェクトの進捗・成果を、⾚・
⻩・緑の３段階※で評価。
※ 【⾚】重⼤な問題があり現時点では⽬標の達成は不可能、【⻩】重⼤な問題があり対

処が必要、【緑】プロジェクトは順調に完了する⾒込み

・低い評価を受けたプロジェクトについては、NISTAが専⾨家チー
ムとともに⽴て直しを⽀援。

・2025年６⽉に公表。
・先端製造業への43億ポンドの⽀
援等、８つの重点分野における10
年間の成⻑戦略。

現代産業
戦略

（英国）

・独⽴した有識者委員会（CSIA）が執⾏状
況・成果を評価・検証し、運⽤改善策を提⾔。
政府は提⾔を踏まえて措置する予算を厳選。

・事業別の詳細な業績⽬標・評価書を予算・
決算に添付し議会へ提出するほか、執⾏機関
別・事業別の執⾏状況を四半期毎に公表。

・事業ごとにマイルストーンを設定し、補助⾦等についてはその達成
を前提としたステージゲートごとの段階的な交付が原則。

・⽀援対象の競争的な選抜や、⽀援段階（技術実証、実⽤化、
商⽤化等）に応じた⽀援対象の厳選・絞り込みを重視。

・事業成功時等に国庫返還義務のある「返還型補助⾦」を積極
的に活⽤し、企業のリスクテイクを促しつつ国へのリターンも追求。

・2021年10⽉に公表。
・10の重点産業分野に対し、
2022年から５年で540億ユーロ
の⽀援パッケージを通常予算とは
別枠で措置。

フランス2030
（フランス）
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 産業戦略は複数の政策⼿段を含む形でデザインすることが重要
 ⽀援の⽔準を決定する際には、プロジェクトを推進するために必要な最

⼩限の⽀援を提供することを⽬的とすべき
 新興の競合他社が排除されないよう構築し、⼿段ではなく⽬標を明

⽰し、評価や査定のスケジュールを定め、撤退の選択肢を組み込んだ
ガバナンスモデルが重要

 資⾦提供⼿段の適切なバランスを⾒出すことが政府の課題。このバラ
ンスは、⽀援の対象となる技術の成熟度や企業のキャパシティ等によっ
て異なる

⾦融⽀援の活⽤や⺠間資⾦の呼込み
○ 複数年度にわたる投資⽀援については、⾦融⽀援を含め、投資の性質や段階に応じた適切な⼿段の選択が必要。
○ EUでは、加盟国がEU資⾦を活⽤して⾏う補助⾦と⾦融⽀援を組み合わせることが義務付けられている。

また、ディープテック⽀援については、基礎研究→商業化→市場展開とステージが進むにつれて、補助⾦→⾦融⽀援へと⽀援⼿
段がシフトし、⺠間からの⼤型資⾦の獲得も⽀援の必要条件とされている。

○ また、フランスでは、政府の資⾦による⺠間投資の呼込みを重視し、⺠間投資に対するレバレッジ効果を継続的に追跡。

「強く豊かな⽇本」投資枠

⾻太⽅針2026（抜粋） …国家戦略上重要な⻑期投資等について、複数年度にわたり安定的に⽀援するに当たり基⾦、国庫債務負担⾏為による複数
年度契約、財政投融資、出資等の⼿法について、ガバナンスを強化しつつ、投資の性質に応じて適切な⼿段を活⽤する。…

【EU規則2021/1060】 ※加盟国によるEU資⾦の活⽤に関する共通規定

⇒ 加盟国が補助⾦を活⽤する際は⾦融⽀援（融資・出資等）との組合せが必須。
欧州委と欧州投資銀⾏が共同で、各国の⾦融⽀援の知⾒共有プラットフォームを提供し、
⽀援フェーズの進展に応じて補助⾦から⾦融⽀援にシフトすることを推奨。

【欧州委によるディープテック⽀援（EIC）】

§58⑵ ⾦融⽀援は…補助⾦の形態をとるプログラム⽀援と組み合わせることができる。…
補助⾦…は、⾦融⽀援と直接関連し、かつその実施に不可⽋なものでなければならず、
かつ、⾦融⽀援による投資額を超えてはならない。

（出所）OECD” Industrial Policy Handbook”, “An Industrial Policy Framework For OECD Countries”, “Science, Technology and Innovation Outlook 2025”等

④STEPスケールアップ③アクセラレータ②トランジション①パスファインダー

⼤規模資⾦調達市場展開
（TRL6~8）

技術実証〜商業化
（TRL3~6）

基礎研究
（TRL※1-4）

⾦融⽀援〜€3,000万補助⾦ 〜€250万
＋⾦融⽀援 〜€1,000万補助⾦ 〜€250万補助⾦ 〜€400万

※ 技術成熟度の国際標準。９段階で数字が⼤きいほど成熟度が⾼い。

①Chip Scopeプロジェクト
（2016〜2020）
バルセロナ⼤学等のコンソーシ
アムによるマイクロLEDの開発を
「パスファインダー」により⽀援
（補助⾦ €376万）

②SMILEプロジェクト
（2020〜2023）
ドイツのスタートアップ企業に
よる①の商⽤化や市場調査
を「トランジション」により⽀援
（補助⾦ €199万）

③ iSMILEプロジェクト
（2023〜2024）
②の本格的な市場展開を
「アクセラレータ」により⽀援
(補助⾦+⾦融⽀援 €167万)
※€71万の⺠間投資を喚起

 ５ヶ年の産業政策パッケージ「フランス2030」は、対象事業の要件とし
て、⺠間等との「共同資⾦調達」（cofinancés）であることを原則と
する旨法定。四半期ごとに公表する進捗報告において、政府資⾦の
⺠間投資等に対するレバレッジ効果を追跡

【2026年第１四半期時点での実績】

OECDの指摘

フランスの事例

EUの事例

※中央の数字はフランス2030以外の資⾦（公的資⾦含む）に対するレバレッジ効果を指す

フランス2030
による⽀援

呼び込んだ
⺠間資⾦

フランス2030以外の公的⽀援

イノベーションの段階別の内訳
上流（基礎研究等） 下流（商⽤化等）

⺠間による€5,000万以上の⼤型
資⾦調達ラウンドの組成が要件

＜⽀援例＞マイクロLEDにおける開発〜市場展開までの⽀援の流れ
④(応募・採択
された場合)
「STEPスケー
ルアップ」による
更なる⺠間
資⾦の呼込み



37

補正予算依存からの脱却

◆ ⾻太の⽅針2026（抜粋）
○ 従来続いていた、⼤規模経済対策に基づく補正予算に依存した財政

運営から脱却し、補正予算については緊要性の⾼いものに限定し、
恒常的な施策については当初予算で措置する。補正予算と当初予
算の区分の考え⽅を検討し、2026年内に改定する予算編成の基本
⽅針に反映する。なお、今般の補正予算は、中東情勢が不透明であ
る中で、経済活動や国⺠⽣活に⽀障が⽣じないよう必要な額を措置
するとともに、市中への国債発⾏額にも配慮しつつ対応したものである。
今秋以降に補正予算が必要となる場合であっても、真に緊要性の⾼
い施策に限定する。

◆⼈⼝減少と不確実性の時代における国⼒の強化と財政運営（抜粋）
（令和８年６⽉26⽇財政制度等審議会）

○ 政府は、「強い経済」を実現するため、危機管理投資・成⻑投
資を強化するとともに、⺠間事業者や地⽅⾃治体の取組を後
押しするため、政府予算の予⾒可能性を確保する観点から、
毎年度補正予算が組まれることを前提とした予算編成と決別
し、可能な限り当初予算で措置するなど、予算編成の在り⽅を
抜本的に⾒直すこととしている。

○ 従来続いていた、⼤規模経済対策に基づく補正予算に依存した財政運営から脱却し、恒常的な施策については当初予算で措
置（補正予算については緊要性の⾼いものに限定）。

○ これまでの建議においても、補正予算について、本来当初に計上されるべき施策が安易に計上されることが常態化していたとの
指摘をいただいていたところ。

○ これまでの経済対策・補正予算については、⾮常に短い期間で策定・編成せざるを得なかったが、こうした⽅針転換を通じ、効果
的な予算とすべく、より丁寧に議論を積み重ねることが可能となる。

８⽉末

９⽉

10⽉

11⽉

12⽉

令和７年度における予算編成の⽇程
当初予算

各省庁からの概算要求

当初予算案 概算決定

補正予算案 閣議決定
経済対策 閣議決定

経済対策 策定指⽰

補正予算

10/21

11/21
11/28

12/26

４ヶ⽉弱
１ヶ⽉程度

補正予算依存からの脱却
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補助⾦の⾒直し 補助⾦・基⾦の⾒直し

○ 補助⾦・基⾦の点検・⾒直しについては、まずは各省において全事業の「⾃⼰点検」を実施しその結果を要求・要望に反映すること
とされており、先⽇概算要求が⾏われたところ。今後は予算編成プロセスを通じて各省の要求・要望の内容の精査を進め、施策の
優先順位を洗い直し、⼤胆に重点化していく⽅針。

（前略）歳出全般にわたり、施策の優先順位を洗い直し、予算の中⾝を⼤胆に重点化。補助⾦・基⾦の⾃⼰点検結果を要求・要
望に反映し、予算編成過程において精査。

◆ 令和９年度予算の概算要求に当たっての基本的な⽅針について（令和８年７⽉30⽇ 閣議了解）（抜粋）

◆ 各省の⾃⼰点検結果の反映例
＜地域少⼦化対策重点推進交付⾦（こども家庭庁）＞

（87億円（R7補正77億円、R8当初10億円））
【事業概要】
結婚、⼦育てに関する⾃治体の取組の⽀援。⾃治体間連携を

伴う取組や結婚・妊娠・共育ての相談機会提供等の⽀援。
【国⺠提案・公開プロセスにおける指摘】
少⼦化対策として、家族形成を後押しするためには、臨時の現

⾦給付から、持続的かつ構造的な効果を持つ⽀援に転換すべき。
⼀時的な現⾦給付は抜本的に⾒直し、地域のこども政策推進

を幅広く⽀援できる事業へと抜本的に⾒直すべき。
【点検結果】
効果検証が⼗分にできていない地域少⼦化対策重点推進交付

⾦について、⾃治体の財政⼒指数を踏まえて地域における優先度
が⾼い取組を重点的に⽀援する地域こども政策推進事業へ統合
し、持続的・効果的な政策効果が得られる施策へと⾒直し。

＜テレワーク普及促進関連事業（厚⽣労働省）＞
（2.5億円（R8当初） ）

【事業概要】
適切な労務管理下におけるテレワークを導⼊・実施することにより、労

働者の⼈材確保や雇⽤管理改善等の観点から効果をあげた中⼩企
業事業主に対し助成⾦を⽀給し、⽀援。
【国⺠提案・公開プロセスにおける指摘】
テレワークが⼀定浸透してきたことを踏まえて、今後の社会的役割や

より効果的に事業を実施する⽅法を考える必要があるのではないか。
【点検結果】
テレワークは、⼀定程度浸透してきた中で、中⼩企業・⼩規模事業

者等を重点的に⽀援するため、47都道府県に拠点を有する働き⽅改
⾰推進⽀援センターにおいて、⻑時間労働の是正や多様で柔軟な働
き⽅に関する相談対応等の１つとして実施し、中⼩企業事業主等に
対して、総合的な⽀援を⾏うことで、より効果的・効率的な⽀援を⾏う。

【令和９年度概算要求】
要求なし（▲87億円）

【令和９年度概算要求】
0.9億円要求（▲1.6億円）

※地域こども政策推進事業へ統合 ※経過措置分 38
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基⾦の⾒直し 補助⾦・基⾦の⾒直し

○ 基⾦については、いわゆる「３年ルール」は不適⽤とし、投資にかかる計画策定や国庫債務負担⾏為を組み合わせて⻑期投資に必要
な予⾒可能性を確保しつつ、柔軟で効率的な資⾦管理と両⽴させる。⻑期滞留資⾦の防⽌や機会費⽤の軽減を考慮した国庫返納
の仕組みを整備するなど、資⾦活⽤の効率化や政策・投資効果の最⼤化等のために実効性のある仕組みを構築していく。

基⾦や複数年度にわたる予算措置については、⻑期投資に必要な予⾒可能性と、柔軟で効率的な資⾦管理を両⽴させる観点から⾒直す。基⾦について
は、補正予算に依存した財政運営からの脱却とあいまって国内投資を通じた潜在成⻑率の引上げにつながる施策を予⾒可能性を持って実施できるようにす
る。事業の進捗や政策効果の発現の状況を⼀定の期間で確認するなど、成果管理を徹底するとともに、資⾦効率の向上、資⾦管理の透明化・適正化等を
通じてガバナンスを強化し、投資としての成果を最⼤限、効果的・効率的なものとすることを前提に、⼀律・機械的な期間設定にとらわれない予算措置が可能と
なるよう、「予算措置は原則３年以内」とする現⾏ルールの不適⽤を含め、令和９年度予算編成に向けて、基⾦ルールの抜本的な⾒直しを具体化する。

◆ ⾻太⽅針2026（抜粋）

◆ 基⾦ルールの⾒直しについて（⾏政改⾰推進会議決定（令和８年７⽉30⽇））
１．「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2026」（令和８年７⽉21⽇閣議決定）に基づき、基⾦については、「基⾦の点検・⾒直しの横断的な⽅針につい

て」（令和５年12⽉20⽇ ⾏政改⾰推進会議）における「新たな予算措置は３年程度として、成果⽬標の達成状況を⾒て、次の措置を検討する」とのい
わゆる「３年ルール」は適⽤しないこととする。

２．基⾦への予算措置にあたっては、補正予算に依存した財政運営から脱却し、恒常的な施策については当初予算で措置する⽅針であることを踏まえ、投資
にかかる計画策定や国庫債務負担⾏為を組み合わせて予⾒可能性を確保しつつ、事業の進捗や政策効果の発現の状況を確認しながら、資⾦需要に弾
⼒的に対応できるよう必要な⾦額を措置していくことで、柔軟で効率的な資⾦管理と両⽴させる。

３．あわせて、執⾏段階における政策・投資効果の最⼤化、資⾦活⽤の効率化、資⾦管理の透明化・適正化のため、実効性のある仕組みを構築する。
※ 詳細については、以下の⽅針に従い、予算編成過程において具体化する。
（１）政策・投資効果の最⼤化

・ 成果管理の徹底のため、ステージゲート（定期的（１〜３年）に⽀援案件の進捗・成果を評価し、次の段階の⽀援の判断をする機会）を必置化する。
・ 基⾦からの⽀援によって⽣じた⼀定の利益を基⾦設置法⼈・国へ返納（収益納付）することを原則化する。案件の性質に応じて、将来の利回りが期待できる出資・貸付による
⽀援を積極的に検討する。

（２）資⾦活⽤の効率化
・ ⽬的・対象等が重複する基⾦や、⻑年活⽤されていないもしくは活⽤が⾮常に低調な基⾦、設置期限が到来している基⾦、既に基⾦要件を満たさなくなっている基⾦等について、
統廃合を検討する。

・ ⾦利上昇による基⾦の保有コストの上昇を抑えるため、⻑期滞留資⾦の防⽌や機会費⽤の軽減を考慮した国庫返納の仕組みを整備する。
（３）資⾦管理の透明化・適正化

・ 資⾦管理の状況を「⾒える化」するため、基⾦事業ごと及び基⾦全体について、交付決定や⽀出、運⽤の状況等を四半期ごとに公表する。執⾏における不適切事例や⽴⼊検
査等の状況を公表する。

・ 基⾦の管理・活⽤を適正かつ確実に⾏うため、基⾦設置法⼈に求められる適格性の要件を明確化した上で、充⾜を徹底させる。委託・再委託等を⾏う場合にはあらかじめ所管
府省庁の承認を得ることを必須とする。不正防⽌への対応等実効性あるガバナンスとなるよう、法制上の措置を合わせて検討する。

（※）
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１．経済・⾦融環境︓新たなステージへの移⾏の本格化

２．令和９年度予算編成に向けて
（１）財政運営⽬標
（２）⾦利と財政
（３）予算編成改⾰
（４）飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊
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飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する⼤綱
（令和８年９⽉１５⽇閣議決定）（抜粋）①
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飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する⼤綱
（令和８年９⽉１５⽇閣議決定）（抜粋）②
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飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する⼤綱
（令和８年９⽉１５⽇閣議決定）（抜粋）③
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飲⾷料品消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減⽀援⾦の導⼊に関する総理発⾔

そこで、「給付付き税額控除」を改⾰の本丸とし、「飲⾷料品の消費税率」の引下げについては、その実施までの「つ
なぎ」と位置づけ、「給付付き税額控除」への移⾏を⾒据えて検討を進めると申し上げてまいりました。

（中略）
「つなぎ」につきましては、（略）
①まずは、「全所得階層」に負担軽減が及ぶ「飲⾷料品の消費税率」１％への引下げを、令和９年４⽉より２年

間先⾏させる。
②その後、「税・社会保険料」の負担に苦しむ、真に⽀援の必要な「中所得」・「低所得」の⽅の負担を集中的に軽

減できる「所得に連動したきめ細かな給付」を、令和１１年４⽉から「本格導⼊」することに合わせて、
③「飲⾷料品の消費税率」は元の税率（８％）に戻して⾏く。
④その上で、「所得に連動したきめ細かな給付」の「本格導⼊」までの間、⽀援の「⼗分性」を確保しつつ、「中所得」・

「低所得」の⽅に⼿厚く対応するとともに、消費税率を元に戻して⾏く際に合わせて「本格導⼊」される「給付制度」の
予⾒可能性を⾼めるという観点からも、「飲⾷料品に係る消費税」１％の範囲内で、令和９年６⽉以降、「所得に連
動したきめ細かな給付」を「先⾏導⼊」する。
（中略）
第四に、「飲⾷料品の消費税率を元の税率（８％）に戻せないのではないか」とのご指摘については、
・今回「社会保障国⺠会議」に参加した各党の間でも、「消費税」が貴重な「社会保障財源」として活⽤されている

ことは共通認識であり、
・「財政の持続可能性」を実現し、「市場の信認」を確保していく観点からも、
２年後には、私が責任を持って、確実に税率を元に戻してまいります。

｢飲⾷料品に係る消費税率の引下げ｣及び｢給付付き税額控除｣についての⾼市総理会⾒（抄）
（令和８年７⽉30⽇）


